
７．不正受給の防止 

　

事業所数 550 事業所 事業所数 19 事業所

返還額 1,026,050 千円 加算額 170,479 千円
事業所数 13 事業所 事業所数 0 事業所

返還額 19,407 千円 加算額 0 千円
事業所数 83 事業所 事業所数 3 事業所

返還額 169,156 千円 加算額 26,140 千円
事業所数 1 事業所 事業所数 0 事業所

返還額 619 千円 加算額 0 千円
事業所数 7 事業所 事業所数 1 事業所

返還額 9,899 千円 加算額 782 千円
事業所数 434 事業所 事業所数 8 事業所

返還額 552,883 千円 加算額 11,888 千円
事業所数 211 事業所 事業所数 2 事業所

返還額 405,345 千円 加算額 4,111 千円
事業所数 54 事業所 事業所数 0 事業所

返還額 74,749 千円 加算額 0 千円
事業所数 34 事業所 事業所数 3 事業所

返還額 53,895 千円 加算額 4,769 千円
事業所数 286 事業所 事業所数 0 事業所

返還額 150,333 千円 加算額 0 千円
事業所数 16 事業所 事業所数 0 事業所

返還額 42,744 千円 加算額 0 千円
事業所数 20 事業所 事業所数 3 事業所

返還額 37,791 千円 加算額 5,167 千円
事業所数 1713 事業所 事業所数 23 事業所

返還額 920,313 千円 加算額 64,795 千円
事業所数 321 事業所 事業所数 2 事業所

返還額 1,140,638 千円 加算額 12,302 千円
事業所数 215 事業所 事業所数 7 事業所

返還額 2,225,720 千円 加算額 274,949 千円
事業所数 239 事業所 事業所数 1 事業所

返還額 655,487 千円 加算額 17,925 千円
事業所数 4,197 事業所 事業所数 72 事業所

返還額 7,485,028 千円 加算額 593,308 千円

再掲（※） 事業所数 63 事業所 事業所数 51 事業所

指定取消分 返還額 572,853 千円 加算額 210,170 千円

合　　　　計

13.指定居宅介護支援事業所

14.指定介護老人福祉施設 

15.介護老人保健施設

16.指定介護療養型医療施設

９.指定短期入所療養介護事業所

10.指定認知症対応型共同生活介護事業所

11.指定特定施設入所者生活介護事業所

12.指定福祉用具貸与事業所

５.指定居宅療養管理指導事業所

６.指定通所介護事業所

７.指定通所リハビリテーション事業所

８.指定短期入所生活介護事業所

１.指定訪問介護事業所

２.指定訪問入浴介護事業所

３.指定訪問看護事業所

４.指定訪問リハビリテーション事業所

都道府県の指導監査に伴う介護報酬の返還額発生状況(平成16年度中確定分）

 

サービス別内容内訳（平成16年度確定分）

介護保険施設等の区分 返還額（加算額含まず） 加算額
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月累計
作成 介護保険指導室

【指定取消状況による分類】

1

2

Ｂ

Ｃ

月

※

【サービス種別と法人種別による分類(事業所数)】

5 22

合計 234 40 36 33 19 362

介護療養型医療施設 17

0

介護老人保健施設 0

介護老人福祉施設

17

居宅介護支援 66 17 7 13 1 104

福祉用具貸与 17

11

特定施設入所者生活介護 2 1 3

認知症対応型共同生活介護 8 3

3 3

短期入所療養介護 3 4 7

短期入所生活介護

2 2

通所リハビリテーション 3 3 4 10

通所介護 17 5 1

2 2

居宅療養管理指導 3 4 7

訪問リハビリテーション

2 1 2 12

5

6 1 134

サ
ー

ビ
ス
種
別

訪問介護 113 14

訪問入浴介護 4 1

訪問看護 7

一つの事業者が区分をまたがって指定取消をされているため、「事業者数」欄において各項
目の単純な積み上げと合計が一致していません。

合計

平成12年4月から 234 41
平成 17 年 12

232

5

法人種別

合計営利
法人

特定非
営利活
動法人

医療
法人

社会福
祉法人

その他

1 01 1

340 22

指定取消を前提に聴聞通知書を発出
後、廃止届が提出されたケース

20

その他、指定取消に相当する事例と
して公表したケース

1

11 22 34 2

293 19

12 1
実態がなく、指定取消処分が行わ
れたケース

11 6 11

不正請求や指定基準違反により指
定取消処分が行われたケース

202 41 200

211 305 20

件数

Ａ 指定取消処分が行われたケース 213 41

都道府県数 事業者数

指定取消処分のあった介護保険事業所の内訳
平成12年4月から 平成 17 年 12

事業所数 施設数
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平成12年4月から 平成1７年１2月まで
作成 介護保険指導室

【都道府県別による分類(事業所数)】

0 3 11 7 4 11 36

0 0 0 2 0 0 2

0 0 0 0 2 1 3

0 0 2 0 8 1 11

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 2 0 2

1 0 0 0 6 1 8

0 0 0 3 0 2 5

1 0 3 4 2 1 11

0 1 4 3 2 0 10

0 6 2 0 0 0 8

0 0 1 0 6 0 7

0 3 4 3 5 2 17

0 0 1 0 1 1 3

0 3 0 0 0 0 3

0 0 2 0 0 0 2

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 2 4 6

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 4 0 0 4

0 0 3 3 3 0 9

0 0 3 0 1 1 5

0 0 3 1 2 0 6

0 4 0 1 0 0 5

0 0 1 3 7 0 11

0 3 30 12 1 2 48

1 2 10 5 9 1 28

0 1 2 0 1 1 5

0 0 2 1 0 0 3

1 1 0 3 0 0 5

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 2 2

0 0 0 6 0 0 6

0 0 2 0 0 0 2

0 0 0 1 1 1 3

0 0 2 2 0 5 9

0 0 0 0 2 2 4

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 20 3 4 27

0 0 0 1 0 2 3

0 3 0 1 0 1 5

1 0 1 1 1 0 4

0 0 0 0 5 0 5

2 0 1 3 2 2 10

0 0 0 13 2 1 16
0 0 0 2 1 0 3

合計

33

34

平 成 １ ２ 年 ４ 月 か ら
平 成 １ ７ 年 １ ２ 月 ま で

47

41

42

43

44 大分県

29

30

31

32

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

39

25

26

27

28

21

22

23

24

14

15

19

20

18

10

11

12

13

沖縄県

1

2

3

4

5

6

7

8

9

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

東京都

神奈川県

新潟県

石川県

富山県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

福井県

16

17

鹿児島県

45

46

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

宮崎県

40

熊本県

35

36

37

38

香川県

愛媛県

山口県

徳島県

合計

90 105 81 36249

平成
１７年度

7 30

指定取消処分のあった介護保険事業所の年度別内訳

平成
１２年度

平成
１３年度

平成
１４年度

平成
１５年度

平成
１６年度
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◎訪問介護事業所の主な取消等事由（重複該当あり）

不　正　の　内　容 具　　体　　例 該当数

架空、時間や回数の水増しによるサービス提供 73

無資格者によるサービス提供 無資格者が有資格者の名義を借りサービスを提供 37

虚偽の指定申請 勤務予定のないヘルパーを申請書に記載して指定を受けた 36

人員基準違反 サービス提供責任者が不在など 34

同居家族に対するサービス提供 利用者とﾍﾙﾊﾟｰが同居家族であり、同居家族であるﾍﾙﾊﾟｰが他のﾍﾙﾊﾟｰの名義を使い請求 18

対象外サービスの提供 移送中の時間をサービス提供時間として請求 14

利用者負担の免除 利用者が支払うべき１割相当額を徴収していなかった 13

３級ヘルパーによるサービス提供 作為的に減算適用せずに請求 3

ケアマネ事業所に対する金銭供与 事業所の利用を斡旋依頼し金品を供与した 1

不　正　の　内　容 具　　体　　例 該当数

無資格者によるケアプラン作成 ケアマネの名義を使い無資格者がケアプランを作成 49

架空、不適切なケアプランの作成 ヘルパー事業所等の架空請求を幇助するために架空のケアプランを作成していた 39

虚偽の指定申請 勤務予定のないケアマネの名前を借りて申請した 29

アセスメント、給付管理が未実施もしくは不適切 ﾍﾙﾊﾟｰ事業所等のｻｰﾋﾞｽ提供実績に基づき後付けで、ケアプラン・給付管理表を作成 14

人員基準違反 常勤のケアマネが不在など 23

要介護認定調査における無資格者の訪問調査 ケアマネでない者が訪問調査を実施していた 4

ヘルパー事業所からの金銭授受 ヘルパー事業所から紹介料的な金銭を受領した 1

◎居宅介護支援事業所の主な取消等事由（重複該当あり）

訪問介護事業所、居宅介護支援事業所の主な取消事由等（１７年１２月分まで）
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